












































































































































張に基づき、1998 年 6 月に中央省庁等改革基


























太の方針 2006』では、今後 5 年間 （2007～2011
年）の公共事業削減方針として公共事業関係
費と地方単独事業費（投資的経費）を合わせ
















る （（財） 日本ダム協会 （2003） 『ダム年鑑　2004』
pp.3 ～ 4）。




















































































































全総） が制定された時 （1962 年）、すでに策定さ
れていた国民所得倍増計画 （1960 年） が初めて
10 年計画となったため一全総も国民所得倍増計









（注 ６）1980 年代末から 1990 年代にかけて日本の
支配的企業（自動車・電機電子など）が急速に海
外現地生産比率を高め多国籍企業化した結果、こ
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量にもよる



















































































































































































































































































































































　まず、国の公共事業関係費 （図 5） および地方



































　　　＜出典＞　図 6 に同じ。p.38 より。

















































































































































































2007 年 9 月 1 日現在　　　











の （注２） で触れた拙稿の （注８） を参照）、国土交通
省近畿地方整備局が計画していた 5 つのダム
について「中止も含めた抜本的見直しを行う」
と『提言』を発表 （2003 年） するなど、全国各
地でダム建設に逆風が吹き始めていた（三次に
及ぶ淀川水系流域委員会をめぐる顛末についての詳






















































































































































































































る （伊藤達也 （2005） 前掲書、pp.51～72、83～87）。




















（脱稿  2010. 8. 20）
